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Ⅰ．湖沼の水環境保全をめぐる現状及び課題

１．湖沼の水質保全対策の経緯と現状

（１）湖沼の特徴

湖沼は国民の生活や生産活動にとって重要な資産である。即ち、陸水域のなかで水を

貯える器のような役割をしており、水資源の確保、水産資源の育み、自然環境の形成、

レクリエーションの場の提供、治水機能、生態系や地質条件等で学術上の価値を有する

等の恵沢を国民に与えてきた。

しかし、水が滞留するという閉鎖的な水理特性から、流入した汚濁物質が蓄積しやす

く、このため、湖沼は水質の汚濁が進みやすい上に、いったん水質が汚濁するとその改

善が容易でないという特性を本来有している。

特に、滞留時間の長い湖沼においては、実施された施策が短期的に効果として現れに

くいという特性を有している。

（２）湖沼の水質保全に係る施策の経緯

ア．水質汚濁防止法から湖沼水質保全特別措置法へ

昭和５８年度の公共用水域の有機汚濁に係る水質環境基準の達成率をみると、海域

は 、河川は であるのに対し、湖沼では と格段に低かった。79.8% 65.9% 40.8%
当時は、湖沼を含む公共用水域の水質保全のために、水質汚濁防止法（以下「水濁

法 ）による工場・事業場への一律排水基準や上乗せ条例による排水基準の適用で対」

策が進められてきた。

しかし、湖沼の水質汚濁の原因が工場等の産業系排水だけでなく生活系排水といっ

た点源、農地や市街地といった面源からの汚濁負荷など多種多様にわたっており、工

場・事業場の排水に対して排水規制を行う水濁法の対策だけでは十分でなかった。

このため、昭和５９年７月に「湖沼水質保全特別措置法 （以下「湖沼法 ）が制」 」

定、昭和６０年３月に施行され、同法に基づく「湖沼水質保全基本方針」が５９年

１２月に公表された。

（ 、 、 、 、 ）昭和６０年に最初の指定湖沼が５湖沼 霞ヶ浦 印旛沼 手賀沼 琵琶湖 児島湖

指定され、以後順次合わせて１０の指定湖沼が指定された。

各指定湖沼の第一期の湖沼計画においては、まず有機汚濁について汚濁負荷の削減

と排水規制が進められ、湖沼計画で設定する水質目標値は とされた。COD

イ．富栄養化対策への取組み

湖沼における水質汚濁は、有機物の湖沼への流入に由来する有機汚濁と、窒素・燐

等の栄養塩類の流入に由来する富栄養化が重なりあったものである。

近年の流域における人口・産業の集中、土地利用の変化等に伴い栄養塩類の流入が

加速され、人為的な富栄養化が急速に進行している。

アオコの異常発生等に伴う上水道の異臭味問題を初めとする典型的な富栄養化の障

害は、有機汚濁の項目である 等の流入を抑制することのみによっては防止するCOD
ことができないと考えられ、湖沼の富栄養化防止対策を講ずるための目標として、従

来の 等に関する環境基準に加えて、窒素、燐に関する水質目標を設定することCOD
が必要となった。

湖沼に係る全窒素及び全燐の環境基準が昭和５７年に追加設定されたのに続き、窒

素及び燐の排水基準が昭和６０年に制定され、排水規制が実施されることとなった。

各指定湖沼については、第二期の湖沼計画から、湖沼によって、窒素及び燐あるい

は燐のみについて汚濁負荷の削減と排水規制が進められ、湖沼計画で設定する水質目

（ ） 。標値も に加えて全窒素・全燐 湖沼によっては ・全燐のみ が設定されたCOD COD
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（３）湖沼水質についての環境基準の達成状況等

平成１４年度の公共用水域水質測定結果によると水質環境基準（ 又は ）のBOD COD
達成状況は、河川 、海域 であるのに対して、湖沼については と湖沼85.1% 76.9% 43.8%
法制定直前の昭和５８年度の と比べて顕著な改善傾向が見られない。40.8%
指定湖沼について見ると、各湖沼の第一期湖沼計画開始以来、ＣＯＤについては平成

１４年度時点で環境基準が当てはめられている１０湖沼全てで環境基準を未達成。

全窒素については、平成１４年度時点で環境基準が当てはめられている８湖沼全てで

環境基準を未達成。

全燐については、平成１４年度時点で環境基準が当てはめられている１０湖沼のうち

琵琶湖（北湖）と諏訪湖で環境基準を達成。

また、指定湖沼の汚濁負荷量と水質について湖沼法制定時と現状とを比較すると、ま

COD CODず 全窒素 全燐の負荷は 一部を除き着実に削減されてきている 水質では、 、 、 。 、

濃度について見ると、琵琶湖、中海、宍道湖は上昇、手賀沼はかなり低下、その他の湖

沼はやや低下している。全窒素濃度については、釜房ダム貯水池は上昇、印旛沼、琵琶

湖、宍道湖はほぼ横這い、その他の湖沼は低下傾向にある。全燐濃度については、霞ヶ

浦、印旛沼は上昇、琵琶湖、宍道湖はほぼ横這いであり、その他の湖沼は低下傾向にあ

る。

（４）指定湖沼における取組と水環境の状況に関する考察

ア．指定１０湖沼においては、これまで、事業系の汚濁負荷に向けた排水規制を中心とし

た削減施策、生活排水対策として下水道、浄化槽等の整備の促進、農業系等の面源に

対する指導等により、発生汚濁負荷量の削減が行われてきた。

しかし、生活系については、各湖沼とも汚濁負荷の削減が進んでいるなかで、霞ヶ

浦、釜房ダム貯水池については、Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐがほとんど削減されていないか、反

対に増加している状況が見られる。

イ．一方、汚濁負荷削減と湖沼水質の改善の関係をみると、汚濁負荷削減等に伴い一定の

水質改善がみられる湖沼と、汚濁負荷削減が行われたにもかかわらず水質が悪化して

いる湖沼がある。

ウ．湖沼水質改善に向けては、各種の汚濁負荷削減対策のみならず、状況に応じ、しゅん

せつ、導水等の取組も行われてきており、手賀沼のように、水質改善がみられる湖沼

もある。

エ．また、湖沼水質改善の取組の一環として、自然浄化能力を活用した取組を行っている

湖沼もあるが、事業効果の評価が定まっていない状況にある。さらに、湖沼ごとに状

況は異なるものの、湖沼護岸等の状況により本来持ちうる自然浄化能力が期待できな

い状況もある。

オ．一方、求められる湖沼保全に立ち返ると、水質のみならず、湖沼の親水性、自然湖岸

の確保などの環境復元、水生生物の生育・生息環境の確保など健全な生態系の保全、

さらには湖沼流域全体を視野に入れた健全な水循環の確保などの視点も指摘されると

ころである。これらの課題は相互に関係し合うものであり、湖沼の水環境の保全を進

めることにより、水質改善にも寄与しうるものがありうるものと考えられる。
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２．湖沼の水環境保全対策の課題

（１）湖沼の水環境の評価等

ア．一部の湖沼で水質改善は見られるものの、ほとんどの指定湖沼において環境基準が達

成されていない状況にある。さらに、湖沼の環境評価はもとより環境監視等において

も環境基準項目以外の対応がほとんどなされていない湖沼も見られる。

イ．湖沼保全施策の実施結果や評価が環境基準の適合状況が中心になっており、近年の地

域住民の湖沼の水環境に対する意識やニーズの多様化に十分対応した評価等がなされ

ていない。また、住民理解の観点から分かりやすさに関する視点が不十分である。

（２）汚濁負荷削減に係る取組

ア．生活系の汚濁負荷削減については、関係省庁等関係者の連携のもと、下水道、農業集

落排水施設及び合併処理浄化槽の整備を推進してきており、整備率の向上等相当な効

果を上げている。下水道等への接続率の向上等の処理率向上のための取組も行われ、

高度処理等も実施されているが、更なる汚濁負荷削減の観点から今後一層重要な課題

となってきている。

イ．工場・事業場系の汚濁負荷削減対策のうち、特定事業場については、上乗せ、裾下げ

条例の設定等により汚濁負荷削減を行っているが、更なる高度化や規制対象外の未規

制事業場対策が課題である。

ウ．面源については、例えば農業では、従来より施肥量の適正化、代掻き時の濁水対策等

が実施されてきているが、負荷状況の把握、算定精度が十分でないこと、対策ごとの

効果が十分把握されていないなどの現状から、更なる調査・モニタリング体制の拡充

などによる実状把握の精度向上やより効果的な対策の実施が課題である。

エ．自然浄化機能を活用した取組については、必ずしも定量的な評価が確立しておらず、

湖沼計画等へ施策体系の中での位置づけが不明確である。

（３）湖沼計画の内容・構成

ア．湖沼計画の内容が湖沼水質の改善のための汚濁負荷削減に重点がおかれ、湖沼の水環

境全般の保全施策となっておらず、環境保全推進の視点が十分でない。

イ．このため、地域住民等関係者の湖沼の水環境に対する多様なニーズに対応した取組と

なっていない。

ウ．一部自主的な取組があるものの、湖沼計画が５年の計画期間のみの短期的視点に立っ

た内容となっており、長期的視点に立ったビジョンの提示が十分でない。

エ．湖沼計画の内容が画一的で多様な湖沼特性を反映した計画となっていない。

オ．最近、流域全体を視野に入れた取組、地下水を含めた水循環の回復、生態系の保全と

いった視点からの取組が出てきているが、湖沼計画の内容がこれらの取組を反映した

内容となっていない。

． 、 、 、 、カ 最近 地域住民 ＮＰＯ等の理解と合意形成に基く 自治体と協働した取組があるが

湖沼計画におけるこれらの取組の位置づけが明確でなく、参画形態を考慮する視点も

希薄である。

（４）施策の評価・推進体制

ア．湖沼計画において、整備水準等の数値目標を設定した施策の多くが目標を達成してい

ない実状や面源対策等で目標が数値化されていないなど、施策の進捗状況の把握・管

理や定量的な評価を行う体制が不十分である。

イ．流入水域ごとの評価など、湖沼の規模・特性に合わせた評価体制が十分とられていな

い。

ウ．湖沼の水環境に関する情報を共有し有効活用できる体制に必ずしもなっていない。
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Ⅱ．湖沼の水環境保全施策の基本的あり方

１．総合的な施策体系の構築

湖沼計画に基づく施策体系に象徴される湖沼水質保全施策は、環境基準項目等に限られ

た環境情報に基づく汚濁負荷と水質の関係を中心としたものとなっているのが現状であ

る。

、 、現在の湖沼計画は 湖沼水質保全に資すると考え得る施策が幅広く掲げられている反面

その効果、有効性の観点からの評価が希薄で定量的な評価がなされない汚濁負荷削減施策

が網羅的に掲げられ、計画を重ねても効果のある施策の選択、重点化がなされない実状も

ある。

こうした反省を踏まえ、今後はこれまで評価や取組が十分でなかったと思われる面源や

未規制事業場等の分野を初めとする汚濁負荷削減施策全体について、対策効果の評価とそ

れを踏まえた施策への重点化を行い、従来の水質汚濁負荷削減対策の強化・拡充を図って

いくことが必要である。

他方、これまでの湖沼水質保全施策の体系は、湖沼そのものの自然浄化作用の回復・活

用といった視点が比較的希薄であった。今後の湖沼水質保全については、いわば流入負荷

という外部要因と湖沼の水環境の健全性という内部要因の双方を総合的に捉えた施策の構

築が求められている。

このため、従来からの汚濁負荷削減の努力の強化・拡充を図るとともに、自然湖岸の再

生、健全な生態系の保全等の施策も併せた総合的な施策体系を構築すべきである。

なお、このような総合的な施策体系の構築においては、その策定段階から地域住民等を

含め広く関係者の参画により、関係者の総意として施策体系が構築されることが重要であ

る。

２．湖沼の全体像の把握と問題意識の共有化

地域住民等を含めた多岐にわたる関係者は、湖沼の水環境保全施策の担い手であり、湖

沼の水環境保全は、そうした関係者による多様な視点から評価がなされるものである。湖

沼の水環境保全に対する関係者の理解と協力を得るためには、このような多様な視点に対

応できる流域を含めた湖沼の全体像の把握が不可欠である。

湖沼の水環境保全施策の推進の前提として、湖沼の全体像を詳細に把握し分かりやすい

形で情報発信することが、地域住民等関係者が関心を持ち共通認識を持つために必要であ

。 、 。る 更に問題意識を共有化し 協力体制を再構築することが施策全体を支える基盤となる

例えば、今後求められる湖沼の水環境保全は、負荷削減では排水処理の更なる高度化や

未規制事業場等への対象範囲の拡大、面源等の施策の充実であり、また、生態系の保全、

湖岸の保全等の取組である。こういった施策の実効性を担保するためには、住民等関係者

の理解と協力による取組が必要であり、その前提として共通認識の醸成、問題意識の共有

化が重要である。

また、湖沼の健全な生態系や湖岸の保全等の水環境保全の施策は、直接的な水質改善効

果の可能性の観点からだけではなく、地域住民等関係者の合意形成の観点からも重要であ

る。

３．施策効果の把握とそれを踏まえた施策体系の適切な見直し

湖沼の水環境保全に係る総合施策の体系下で実施される各種施策については、個々に適

切な事後評価を実施し施策効果を把握していくことが必要である。

その上で自治体、地域住民等関係者の共通理解の上、各種施策の中から効果が高いと評

価された施策を重点化し、次期湖沼計画等においてより効果的な施策体系に反映していく

ことが重要である。
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Ⅲ．当面、実施・強化すべき施策について

１．湖沼の水環境の適切な評価

現在の湖沼の水環境の監視、評価は、水質環境基準項目（ＣＯＤ、Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐ）に

特化されており、この水質環境基準項目のみで、施策目標、環境監視、評価指標といった

各種の機能をほぼ全て担てっきた。

しかしながら、施策の効果を評価しつつその進捗を図るためには、湖沼流域全体や流入

河川の個別の流域ごとに表面流出や地下浸透を含めた水収支や汚濁物質収支の把握、湖沼

内における内部生産や有機物、栄養塩類と生物系との相互作用を含めた汚濁メカニズムの

解明が重要である。このため、汚濁物質の収支解析・シミュレーション等のデータを充実

するため、ＴＯＣ等の有機汚濁指標や窒素、燐等の栄養塩類指標等のモニタリング体制の

拡充を図る。

また、近年、地域住民の湖沼の水環境に対する意識やニーズが多様化し、水質環境基準

項目だけでは十分に対応できなくなっている。

このため、水質環境基準項目を基本に置きつつ、透明度、表層のクロロフィルａ、底層

の 等地域住民にも分かりやすい指標の設定を行い、地域住民が参加可能な施策目標かDO
ら評価までの体系づくりを検討する。

また、湖沼だけでなく流入水域の状況、生物の生息状況等を含め、地域住民やＮＰＯ等

関係者の協力・参加を得て環境監視、環境把握等の体系を拡充する。

２．効果的な汚濁負荷削減対策の推進

、 、 、 、 、汚濁負荷削減は 生活系 事業系を中心に削減が進められてきており ＣＯＤ 全窒素

全燐の負荷は削減されてきているが、面源からの負荷量が適切に把握されておらず、効果

的な対策が講じられてこなかったこと、生活系においては窒素、燐を除去する高度処理の

導入が進んでいないこと、既設事業場に対してＣＯＤの負荷量が適切に把握されていなか

ったこと、未規制事業場の負荷削減について対応が必要なことなどの課題が挙げられてい

る。

こうしたことを踏まえて、今後の施策効果を把握しつつ次の事項について重点的に取り

組む。

（１）特定汚染源（点源）関係

下水道等への接続率の向上等の生活排水の処理率の向上、高度処理の採用等による処

理レベルの更なる向上を図るとともに、Ｎ，Ｐ除去型の高度処理型合併処理浄化槽の技

術開発を一層進めその普及を促進する。設置基数が依然多い単独処理浄化槽から合併処

理浄化槽への転換を促進するとともに、維持管理が徹底される方策を検討する。また、

下水道については、経済合理性に沿った高度処理施設等の整備の促進を図る。

既設事業場は新設或いは増設をしない限り の負荷量規制を受けないためこれまCOD
で の負荷量の把握が十分でなかった。このため、既設事業場に対しても 負COD COD
荷量測定を義務付ける等負荷量把握の手法を検討する。

事業系の負荷に対する未規制事業場からの負荷量割合が湖沼によっては５～９割を占

めていることから、未規制事業場に対する排水処理に係る技術基準や構造基準の適用な

どの汚濁負荷削減策を検討する。

家畜系の負荷量が比較的大きな湖沼については、家畜系の負荷量削減も重要である。

家畜排せつ物法の完全施行によって家畜排せつ物の適正な管理が進むことが期待される

ため、これに伴い生産される堆肥やエネルギー等が、栄養塩等の環境中への排出抑制の

視点を含め適切に利用され、湖沼への流入負荷が削減されるよう施策の推進を図ってい

く。
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（２）非特定汚染源（面源）関係

面源負荷の状況や対策効果の評価を適切に把握するため、精度の高い原単位を随時測

定、更新していくことを検討する。

対策の実施には地域住民等関係者の理解と合意形成による取組が不可欠であることか

ら、面源における流入負荷が大きい流域を指定して、その流域内において面源に対する

各種施策を重点的に集中して実施し、対策効果が把握できるような施策を進めることや

モニタリング等への助成を検討する等推進方策を確立する必要がある。

市街地からの面源負荷の多くは雨水ととも流出することから、雨水対策として効果を

把握しつつ、地下浸透の促進施策の推進や合流式下水道の雨天時越流水の負荷量対策を

進める。

農業からの負荷削減対策については、これまでも適正施肥の指導や持続農業法に基づ

くエコ・ファーマーの認定の促進等の取組が行われており、これらの水質改善への効果

を把握しつつ地域住民の理解と合意形成による取組を促進する。

（３）自然浄化機能の活用等

自然浄化機能の活用は、負荷削減と並んで水質改善に資するものであることから、自

然浄化機能を活用した取組を促進するための環境づくりや、生態系及び水辺地の保全に

よる浄化対策の推進を図る必要がある。このため、特別にヨシ原等の湖岸の植生を再生

・保全すべき地区を指定し管理を徹底する方策を検討する。

また、湖沼の水環境に悪影響を与える魚類の適正な駆除などによる栄養塩の除去やバ

イオマニュピレーションを用いた水質改善の可能性等についても各湖沼の特性に踏まえ

て対応する。

こうした取組を促進するため、地域住民の湖沼の水環境への関心の育成と自然浄化機

能の回復による水質改善効果に対する理解を促進することにより地域住民の協力を得ら

れるような施策を検討する。

一般的に森林は水質の浄化、地下水の涵養、土壌の流出防止といった水質保全上の機

能を有しており、森林の適切な管理によって機能の発揮が期待できる。このため、これ

らの機能に資する適切な森林の整備・保全の取組を地域の理解と合意形成の下に必要に

応じて実施する。

湖底に堆積した底質対策については、浚渫による底泥の除去、覆砂による溶出の抑制

等を行っているところであるが、その対策効果等について必ずしも十分な評価が得られ

ていない。このため、今後、対策効果等に関する知見の集積に努め、効果的な底質対策

を検討する。

３．総合的な計画づくりの視点

（１）多様な視点の導入

効果的な汚濁負荷削減の施策に加え、湖沼水質と密接な関係がある以下の視点等につ

いても湖沼計画に盛り込むべき施策に位置付け、湖沼の水環境保全に対する地域住民の

ニーズにも対応していく。

ア．流域管理の視点の取込み

湖沼流域全体の水環境の状況や汚濁発生源の的確な把握、解析を踏まえた適正管理

の視点も含めた計画を策定する。また、湖沼特性に応じ、下流域の地域住民等の協力

・参画が得られるような普及・啓発の視点も含めた計画も策定する。

イ．地下水涵養による水量回復等の水循環回復の視点の取込み

各湖沼流域の土地利用状況や自然状況を踏まえた湧水地の保全・再生、新規開発住

宅地・既存市街地等の雨水浸透・貯留施設の設置推進等、水循環改善等の視点も含め

た計画を策定する。

ウ．生態系保全、親水性向上の視点の取込み

在来動植物の生息・生育環境の保全・再生、親水機能を有する施設の整備等、生物

多様性、健全な湖沼生態系の保全といった視点や人と湖とのかかわりを重視する視点
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も含めた計画を策定する。

（２）計画の柔軟化

ア．湖沼の水環境保全の長期ビジョン等

湖沼施策には長期的な取組を必要とするものも多く、地域住民等関係者が長期的な

展望を持つことが個々の施策の持続的な推進に重要である。このため湖沼計画におい

ても湖沼特性や施策の特性等を踏まえた長期ビジョンの提示を行い、現実対応と環境

基準達成等望ましい湖沼の水環境達成をつなぐ基本姿勢の明確化を図る。

また、計画期間等も湖沼特性や施策の特性等を踏まえつつ、５年に限定せず柔軟化

することが必要である。

イ．湖沼特性の計画への反映

効果的な対策を講ずるには各湖沼一律の計画ではなく、それぞれの特性を踏まえた

施策の検討・実施が必要である。このため、各湖沼ごとに、湖沼の成り立ち、湖沼を

含めた水文・水循環系の現況とこれまでの推移、周辺状況等を踏まえた湖沼計画とす

る。

（３）計画策定段階からの地域住民等の参加

地域住民等関係者の共通認識の醸成、環境モニタリング体制の確立による取組を促進

するために、これまでの行政主体の計画策定から住民等の参加を組込んだ計画策定・事

業実施・評価を目指す。

ア．住民活動の位置付けの明確化

地域住民等関係者の理解と協力による取組を促進するため、湖沼計画において、地

域住民、ＮＰＯ等の関係者の参加を求め、その特徴を考慮した位置付けを行う。

イ．計画策定段階から実施段階、評価における住民参加の明確化

地域住民、ＮＰＯ等の関係者が計画策定段階から実施段階・評価までの過程に参加

する湖沼の水環境保全体系の構築を図る仕組みを検討する。

４．きめ細かな評価等に基づく施策の推進

施策の評価、推進体制をきめの細かいものにするため、以下の取組について充実・強化

する。

（１）定量的な施策評価とそれを踏まえた施策体系の見直し

湖沼計画に於いては、対策毎に出来るだけ定量的な目標を設定することや、また定性

的な目標設定であっても実施面積等具体的な実績を把握するなど、施策評価が可能な限

り出来る計画とする。

更に、それを踏まえて次期湖沼計画等において、より効果的な施策体系に反映できる

枠組みを検討する。

（２）湖沼流域を含めた水質等のモニタリング体制の充実・強化

湖沼の汚濁負荷メカニズムの解明のためのモニタリングや地域住民に分かりやすい目

的で設定された指標等のモニタリングが行えるよう体制を充実・強化する。その際、流

入流域単位など湖沼の規模・特性に合わせて細分化したモニタリング体制の構築も検討

する。

（３）関係者間の情報等の共有

地域住民、研究者などの間で、施策評価結果及びモニタリングデータ等の情報、湖沼

の水環境保全に対する知見の集積を図ることができる場を構築する。

また、河川管理者や利水者等の関係者においても、協力体制を構築し、関係者間の情

報共有を行うとともに効率的・効果的な情報収集・管理を行う。

（４）指定湖沼の対象拡大

現在の指定湖沼以外で水環境の状況が悪い又は悪化の傾向にある湖沼についても、湖
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沼法に基づき湖沼の水環境保全を図るため、指定湖沼の指定への手続きの簡素化等につ

いて検討する。

Ⅳ．今後の検討事項

今回の検討に当たって、今後の検討事項として次の指摘もあった。

、 、湖沼特性を適切に踏まえた計画体系を構築する観点から 目標となる環境基準についても

今後とも利水状況の変化等を適切に捉え、類型あてはめの見直しを継続して実施していくこ

とが必要である。

湖内の底泥からも汚濁負荷が発生するためその対策も重要である。しかし、溶出する窒素

・燐等の栄養塩類の負荷については、底質・水間の溶出機構や内部生産に与える影響などの

知見が少ないため、これら知見の集積を図り、底質の湖沼水質に与える影響等の定量的な評

価手法の確立を図っていくことが必要である。

流域全体の水利用の視点や水循環による水質浄化の視点に立てば、生活排水の高度処理水

や流域内の未利用水の活用を検討し、湖沼の水環境の保全に活用することも必要である。

将来的には、例えば地域における物質循環や地域の環境容量を踏まえた土地利用のあり方

や汚濁負荷量を低減する経済的手法の導入の可能性など新たな手法の検討も必要である。

Ⅴ．まとめ

湖沼法が昭和５９年７月に公布されて以来、指定湖沼の汚濁負荷対策については、湖沼水

質保全計画に基づき生活排水対策の推進、工場の排水規制、浚渫等の直接浄化対策等各種の

対策が鋭意実施されてきている。しかしながら、一部の指定湖沼を除けばほとんどの指定湖

沼で環境基準が達成されておらず、施策効果が発現されていない。

一方、水環境を水質のみならず、水量、水質、水辺地の保全の観点からとらえた、環境保

全上健全な水循環の確保の必要性の指摘、自然再生事業の推進を掲げた自然再生推進法の制

定、湖沼をはじめとした水環境に係る人々の意識と要求内容や、これを取り巻く状況には、

湖沼法制定当時から著しい変化が生じている。また、地域の湖沼の水環境の保全について地

域住民やＮＰＯ等が行政と一体となって行動計画などの計画を策定する事例も出てきてい

る。

、 、 、このような状況を踏まえ 環境省環境管理局水環境部長の委嘱により 本検討会において

平成１６年３月から５回にわたり湖沼の水環境保全の今日的在り方について検討を行い、今

、 。般 湖沼の水環境保全のための新しい施策の在り方についてとりまとめを行ったものである

本報告は、こうした背景を踏まえつつ、今後の湖沼の水環境保全施策の基本的あり方とし

て、

１．従来からの汚濁負荷削減の努力の強化・拡充と、湖沼の水環境の健全な保全等の総合

的な施策体系の構築

２．流域を含めた湖沼の全体像の把握と地域住民等の問題意識の共有化

３．施策効果の把握とそれを踏まえた施策体系の適切な見直し

が提案された。

また、これまでの対策の現状を踏まえて、当面、実施・強化すべき施策として以下が取り

まとめられた。

１．汚濁メカニズム解明のためのモニタリング体制の充実、分かりやすい指標の設定等に

よる湖沼の水環境の適切な評価

２．効果的な汚濁負荷削減対策の推進
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（１）特定汚染源（点源）対策：生活系負荷の処理レベルの向上、既設事業場の排水管

理の強化、未規制事業場の排出負荷等の管理の適正化等。

（２）非特定汚染源（面源）対策：指定流域における施策の重点化、効果を把握する施

策や農業における適正施肥の推進等面源からの負荷削減の強化。

（３）自然浄化機能等の活用：湖岸の生態系を再生・保全すべき地区の指定による管理

の徹底や湖沼の水環境に悪影響を与える魚類の適正駆除による水質改善等。

３．流域管理、水循環回復、生態系保全等の視点の施策への位置付けや湖沼特性を踏まえ

た計画策定、長期ビジョンの提示、計画策定からの住民参加等総合的な計画づくり。

４．定量的な評価とそれを踏まえた施策体系の見直しやモニタリング体制の充実・強化、

関係者間の情報等の共有等によるきめ細かな評価等に基づく施策の推進。

今後、この報告の考え方を踏まえ、更なる知見の集積に努めるとともに、湖沼の水環境保

。全の観点から、早期に施策の具体化を図ることが望まれる


